
（２）課税対象とならない軽油に関する調 （単位：キロリットル）
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　法第１４４条の５関係及びアメリカ合衆国軍隊関係の「免税軽油使用者数等」欄には，平成２２年２月末日現在にお
ける該当特約業者等の数を，法第１４４条の６及び法附則第１２条の２の４関係の「免税軽油使用者数等」欄には，平
成２２年２月末日現在における免税軽油使用者数をそれぞれ記載した。
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